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令和４ 年 ７月８日 

地 域 行 政 部 

 

（仮称）世田谷区地域行政推進条例（素案）及び 

（仮称）世田谷区地域行政推進計画（素案）について 

 

1. 主旨 

（仮称）世田谷区地域行政推進条例（素案）（以下「条例素案」という。）及び（仮称）世田

谷区地域行政推進計画（素案）（以下「計画素案」という。）について、令和４年６月 20 日の

本委員会での議論、庁内検討等を踏まえて取りまとめたので報告する。 

 

2. 条例素案の検討状況と主な修正点 

令和4 年６月20 日に本委員会で報告した条例素案について、以下の3 点を中心に、検討・

修正を行った。 

① 住民自治、区民参加、参加と協働等の文言の意味の明確化 

② DXを進める中で、まちづくりセンターの窓口における包括的な対応によって目指す、窓

口改革の姿の明確化 

③ 本庁のあり方の規定の更なる明確化 

（１）主な修正点 

 第1条（目的）：「住民自治の充実に資する」地域行政制度の改革について必要な事項を定め

るとした。 

 第3条（区の責務）：まちづくりセンターを「区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点と

して」、総合支所を「地域経営を担う地域の行政拠点として」位置付けることを追記した。 

 第4条（基本方針）：まちづくりセンター、総合支所、本庁それぞれについて、この条例によ

り改革する内容を基本方針として示した。 

 第4条（基本方針）（１）：まちづくりセンターは、「区民生活を包括的に支援する行政拠点と

して、多様な相談及び手続きに対応する窓口を担う」ことを明確にし、包括的に対応する窓

口であることと、「地区の実態に即した取組の実施及びまちづくりの支援を図る」ことを明記

した。 

 第4条（基本方針）（２）：総合支所は、「業務の専門性を生かして、地域の実態を把握し、地

域における社会資源を活用し、計画的に地域の課題の解決に当たる」という「地域経営」を

担うことを明確にするとともに、「まちづくりセンターの取組を支援する」ことを明記した。 

1



2 

 第4条（基本方針）（３）：本庁は、「社会状況の変化及び地域経営の内容を踏まえた施策の立

案等を行い」、「まちづくりセンター及び総合支所と情報を共有し、一体となって施策を実施

する」とともに、「適切な政策手法の活用及び資源の配分を行うことにより、効率的かつ効果

的な区政運営を行う」ことを明記した。 

 

（２）住民自治、区民参加、参加と協働等の文言の意味の明確化について 

 この 30 年間、都市としての一体性を保ちながら、区政へ意見を反映し、地域活動への参加

を促進するなどの住民自治の実を挙げるために、地域行政制度を導入し、地域住民に密着し

た総合的な行政と地域の実態に即したまちづくりを展開してきた。この地域行政制度をさら

に活かして、区政の課題解決を図る区の体制を強化して、区民とともに安全安心な地域社会

を実現することを目指す。 

 本条例においても、第3条の区の責務において、区民が区政に意見を述べることができる環

境の整備を行うこと、第4条の基本方針で、区民の意見を区政運営に反映する仕組みの充実

強化をすること、第6条の広報広聴機能の充実で、区民との対話により、地区における多様

な意見を把握し、これを生かしてまちづくりの促進及び行政サービスの充実を図ること、第

14条の課題解決にかかる措置で、多様な区民参加の機会を設け、区民の意見や課題を把握し、

課題の解決を図ること等、地域行政制度による住民自治の充実につながる規定をしている。 

 

3. （仮称）世田谷区地域行政推進条例（素案） 

別紙１、別紙2（令和4年6月20日の本委員会資料からの削除（下線部）、追加・修正（網

掛け部分）表示） 

 

4. （仮称）世田谷区地域行政推進計画（素案） 

  別紙３のとおり 

 

5. 今後の検討の進め方 

素案として広く意見を受けて、理解を得られる、また実効性のある条例を目指し検討を進

める。 

パブリックコメントによる区民等からの意見聴取を実施する。 

なお、パブリックコメントの実施にあたっては、無作為抽出５００名へ個別にパブリック

コメントの実施を周知する。また、区のおしらせ特集号の発行のほか、動画配信やSNS等を

活用し、区民に分かりやすく内容を伝える工夫をし、町会・自治会や地域の活動団体等へ説

明し、意見聴取を実施する。 
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6. 今後のスケジュール(予定) 

令和４年７月27日 パブリックコメント（区のお知らせ特集号発行） 

    8月17日 パブリックコメント締め切り 

９月 特別委員会（条例案、計画案報告） 

 第３回区議会定例会（条例案提案、計画案提示） 

10月 推進条例施行、推進計画スタート 
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別紙 1 

 
（仮称）世田谷区地域行政推進条例（素案） 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 地域行政制度の改革 

第１節 基本方針（第４条） 

第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化（第５条－第１０条） 

第３節 総合支所の機能の充実強化（第１１条－第１４条） 

第４節 本庁の計画策定等に係る必要な措置（第１５条） 

 第５節 区の体制の強化（第１６条・第１７条） 

第３章 地域行政推進計画等（第１８条・第１９条） 

第４章 雑則（第２０条） 

附則 

世田谷区では、昭和５３年の世田谷区基本構想を起点とし、「打てば響くまちづく

り」を目指して、区の制度・組織の変革について検討を開始した。 

約１３年間にわたる検討と準備期間を経て、平成３年に、都市としての一体性を保

ちながら、住民自治の実を挙げるため、区は、区内を適正な区域に分けて地区及び地

域の行政拠点を設置し、これを中核として総合的な行政サービスやまちづくりを実施

する仕組みとして、地域行政制度を導入し、地区に出張所を、地域に総合支所を設置

し、本庁との三層制のもとに区政運営を開始した。 

地域行政制度の導入後は、保健福祉や街づくりに関する事業の地域展開を行うとと

もに、平成１７年には、行政経営改革の取組のもとで、窓口サービスの効率化と地区

まちづくり支援の強化を目指し、２７箇所の出張所の窓口事務を７箇所の出張所に集

約し、その他の２０箇所を主に地区まちづくりの支援を行うまちづくり出張所とする

出張所改革を行った。その後、名称をまちづくりセンターとし、身近なまちづくり活

動の支援や地区防災力の向上、車座集会等での区民との対話等に取り組み、地区及び

地域の実態に応じた行政サービスの提供とまちづくりの支援を進めてきた。また、地

域包括ケアの地区展開により、身近な地区における相談支援体制を整備し、住民同士

が支え合う地域社会づくりに向けた取組を進めるとともに、子どもに係る身近な相談

や見守り等の中核的な役割を果たす児童館の整備を全地区において進めることとした。 
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しかし、高齢化の進展、単身世帯の増加等の世帯構成の変化、気候変動等による災

害の多発等に伴い、地域社会での支え合いの重要性が再認識される一方で、働き方の

変化や新型コロナウイルス感染症の拡大、情報通信技術の急速な発展等を背景に、地

域社会においては人と人との関わり方も変化しており、防災や防犯、介護、子育て、

社会的孤立、貧困等多岐にわたる地域社会における課題の解決に向けて、身近なとこ

ろでの区民生活の支援の必要性が高まっている。 

区は、地区及び地域の実態に即した取組を促進する体制を整備することにより、区

民に身近なところで多様な相談や手続きに対応する窓口の実現をはじめとした行政サ

ービスの改革を進めるとともに、参加と協働による地区におけるまちづくりを進め、

安全・安心で暮らしやすい地域社会の実現を目指さなければならない。 

このような状況を踏まえ、区政運営の基盤である地域行政制度について、地区がそ

の要となるよう改革するために、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、区政運営の基盤であり、住民自治の充実に資する地域行政制度

の改革について必要な事項を定めることにより、区が、区政の課題の解決を図る体

制を強化し、地区及び地域の実態に即した総合的な行政サービス並びに参加と協働

による地区におけるまちづくりを推進し、もって安全・安心で暮らしやすい地域社

会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

⑴ 区民 区内に住所を有する者、区内に存する事務所又は事業所に勤務する者及

び区内に存する学校に在学する者並びに町会・自治会、商店街、学校、事業者そ

の他の区内でまちづくりに取り組む団体をいう。 

⑵ まちづくり 防災、防犯、福祉及び環境に係る課題その他の地域社会における

課題の解決を図り、より暮らしやすいまちをつくるための取組をいう。 

⑶ まちづくりセンター 世田谷区出張所設置条例（昭和４０年３月世田谷区条例

第２号）第１条のまちづくりセンターをいう。 

⑷ まちづくりセンター等 まちづくりセンター、あんしんすこやかセンター（介
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護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４６第１項の地域包括支援セ

ンターであって、区の委託を受けた法人が区内に設置するものをいう。）及び社

会福祉法人世田谷区社会福祉協議会をいう。 

⑸ 地区 世田谷区出張所設置条例別表第２に規定するまちづくりセンターごとの

所管区域をいう。 

⑹ 地域 世田谷区支所の設置及び組織に関する条例（平成２年１１月世田谷区条

例第４６号）別表に規定する総合支所ごとの所管区域をいう。 

⑺ 地域包括ケアの地区展開 地区において、まちづくりセンター等及び児童館が

連携して、地域包括ケアシステム（高齢者、障害者、子育て家庭、生きづらさを

抱えた若者、生活困窮者等に対する医療、介護、住まい、生活等の支援が包括的

に確保される体制をいう。）による支援を推進することをいう。 

⑻ 総合支所 世田谷区支所の設置及び組織に関する条例第１条の支所及び世田谷

区出張所設置条例第１条の出張所をいう。 

⑼ 児童館 世田谷区立児童館条例（昭和３８年１１月世田谷区条例第２６号）第

１条の児童館をいう。 

⑽ 本庁 区長部局に属する機関（総合支所、まちづくりセンター及び世田谷区組

織規則（平成３年３月世田谷区規則第７号）第２７条第１項の事業所を除く。）

並びに世田谷区教育委員会、世田谷区選挙管理委員会及び世田谷区農業委員会を

いう。 

（区の責務） 

第３条 区は、まちづくりセンターを区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点と

して、総合支所を次条第２号に規定する地域経営を担う地域の行政拠点として位置

付け、地区及び地域において区民が必要な行政サービスを利用することができる環

境及び区政に関する意見を述べることができる環境の整備並びに区民がまちづくり

に取り組むための必要な支援を行わなければならない。 

第２章 地域行政制度の改革 

第１節 基本方針 

第４条 区は、次に掲げる基本方針に基づき、地域行政制度の改革を推進しなければ

ならない。 

⑴ まちづくりセンターは、区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、
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多様な相談及び手続きに対応する窓口を担うとともに、地区の実態に即した取組

の実施及びまちづくりの支援を行うこと。 

⑵ 総合支所は、地域の行政拠点として、地域経営（総合支所の所管する業務の専

門性を生かして、地域の実態を把握し、及び地域における社会資源を活用するこ

とにより、計画的に地域の課題の解決に当たることをいう。以下同じ。）を担う

とともに、まちづくりセンターの取組の支援を行うこと。 

⑶ 本庁は、社会状況の変化及び地域経営の内容を踏まえた施策の立案等を行い、

並びにまちづくりセンター及び総合支所と情報を共有し、一体となって施策を実

施するとともに、適切な政策手法の活用及び資源の配分を行うことにより、効率

的かつ効果的な区政運営を行うこと。 

⑷ まちづくりセンター及び総合支所が集約した区民の意見を区政に反映する仕組

みを強化すること。 

⑸ デジタル技術の活用による業務の変革を推進するとともに、デジタル化への対

応が困難な区民その他の行政からの情報を受け取ることが困難な区民への必要な

支援を行うこと。 

第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化 

（行政サービスの機能の充実強化） 

第５条 まちづくりセンターは、区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、

関係所管との必要な調整を行い、区民からの多様な相談及び手続きへの対応の強化

を図るものとする。 

２ まちづくりセンターは、総合支所、本庁等との連携のもと、情報通信技術を活用

し、相談、手続等の行政サービスの充実を図るものとする。 

（広報広聴機能の充実） 

第６条 まちづくりセンターは、情報通信技術等の多様な手段を用いて、地区におけ

るまちづくりに係る情報の区民への発信及び区民との情報の共有を図るとともに、

区民との対話により地区における多様な意見を把握し、これを生かしてまちづくり

の促進及び行政サービスの充実を図るものとする。 

（まちづくりの支援機能の強化） 

第７条 まちづくりセンターは、町会・自治会による住民相互の支え合いその他の区

民による活動を支えるため、まちづくりに係る学習の機会の提供、活動の場の確保、
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情報の発信等に関する支援の強化を図るものとする。 

２ まちづくりセンターは、まちづくりの支援及び交流の機会づくりを通して、区民、

区の公共施設並びに国及び東京都の機関の相互連携の促進を図るものとする。 

（防災に係る機能の強化） 

第８条 まちづくりセンターは、地区における災害への対応力を高めるため、地区に

おける防災情報の発信、防災に関する学習の機会の提供及び地区防災計画の作成の

支援により、区民の防災意識及びコミュニティを基礎とした助け合いの意識の向上

並びに防災活動への参加の促進を図るものとする。 

２ まちづくりセンターは、前条第２項の規定による相互連携を区民が防災活動に生

かすことができるよう支援するとともに、避難所運営訓練、防災訓練その他の区民

の防災活動に対する支援の強化を図るものとする。 

（地域包括ケアの地区展開に係る機能の充実） 

第９条 まちづくりセンター等は、地域包括ケアの地区展開を推進するため、総合支

所、本庁等との連携のもと、情報通信技術を活用し、相談、手続等の福祉の相談窓

口における機能の充実を図るものとする。 

２ まちづくりセンター等及び児童館は、地域包括ケアの地区展開を推進するため、

地区における福祉に係る課題を解決するために必要な人材、場所、情報、技術等の

社会資源の開発及び福祉に係るまちづくりにおける区民との協働を図るものとする。 

（課題解決に係る総合調整機能の強化） 

第１０条 まちづくりセンターは、地区の状況及び課題を明らかにし、これを区民と

共有するとともに、課題への取組を立案し、区民、総合支所等との調整を行う総合

調整機能を強化することにより、課題の解決を図るものとする。 

第３節 総合支所の機能の充実強化 

（業務の専門性の強化等及び行政サービスの機能の充実） 

第１１条 総合支所は、行政サービスを区民に総合的に提供する拠点として、その所

管する業務の専門性の強化等を図るものとする。 

２ 総合支所は、まちづくりセンター、本庁等との連携のもと、情報通信技術を活用

し、相談、手続等の行政サービスの充実を図るものとする。 

（まちづくりセンター等の支援機能の強化） 

第１２条 総合支所は、第５条から第８条まで及び第１０条に規定するまちづくりセ
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ンターの機能の充実強化並びに第９条に規定する地域包括ケアの地区展開に係る機

能の充実を図るため、その所管する業務の専門性を生かした支援の強化を図るもの

とする。 

２ 総合支所は、その地域内においてその職員が担当する地区を定めることにより、

当該地区におけるまちづくりの状況を把握するとともに、まちづくりセンター等の

職員と連携し、まちづくりの支援、相談等への対応の強化を図るものとする。 

（まちづくりの支援機能の強化） 

第１３条 総合支所は、地域における区民のまちづくりに係る活動を支えるため、そ

の活動の活性化等に係る学習の機会の提供、活動の場の確保等に係る公の施設の運

営その他の必要な支援の強化を図るものとする。 

２ 総合支所は、前項に規定する活動について、必要な情報を提供し、及び区民間の

情報共有を支援することにより、区民のまちづくりへの理解を深めるとともに、ま

ちづくりに係る活動の相互連携の促進を図るものとする。 

（課題解決に係る措置） 

第１４条 総合支所は、多様な区民参加の機会を設け、区民の意見並びに地区及び地

域の課題を把握し、施策の立案等に係る本庁との協議その他の必要な措置を講じ、

課題の解決を図るものとする。 

第４節 本庁の計画策定等に係る必要な措置 

第１５条 本庁は、区政運営に係る計画を策定し、又は施策を立案する際には、地域

行政制度の意義及び目的を踏まえ、地域の実態に即した計画又は施策となるよう、

総合支所との協議その他の必要な措置を講じるものとする。 

第５節 区の体制の強化 

（組織の整備） 

第１６条 区長は、第２節に規定するまちづくりセンターの機能の充実強化及び第３

節に規定する総合支所の機能の充実強化のために、まちづくりセンター及び総合支

所にその権限に属する事務を適切に配分するとともに、その事務を効率的に行うこ

とができるよう、区の組織の整備を図るものとする。 

（人員体制の強化） 

第１７条 区長は、第２節に規定するまちづくりセンターの機能の充実強化のために、

職員の育成を図るとともに、人員の配置上の配慮、応援体制の整備、専門的な知識
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経験を有する者の活用その他のまちづくりセンターの体制の強化を図るものとする。 

第３章 地域行政推進計画等 

（地域行政推進計画） 

第１８条 区長は、地域行政の推進に関する施策についての基本的な計画（以下「地

域行政推進計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 区長は、地域行政推進計画の策定に当たっては、地区及び地域の実態に即した参

加と協働によるまちづくりの促進に資する計画となるよう、区民の意見を聴く機会

を設けなければならない。 

３ 区長は、地域行政推進計画に基づく地域行政の推進に関する施策の実施状況を取

りまとめ、毎年、公表しなければならない。 

（区民の意見聴取） 

第１９条 区長は、地域行政の推進に関する状況について、定期的に、区民の意見を

聴く機会を設けなければならない。 

第４章 雑則 

（委任） 

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が定める。 

附 則 

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 
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別紙２ 

（仮称）世田谷区地域行政推進条例（素案） 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 地域行政制度の改革 

第１節 基本方針（第４条） 

第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化（第５条－第１０条） 

第３節 総合支所の機能の充実強化（第１１条－第１５条第１４条） 

第４節 本庁の計画策定等に係る必要な措置（第１６条第１５条） 

 第５節 区の体制の強化（第１７条第１６条・第１８条第１７条） 

第３章 地域行政推進計画等（第１９条第１８条・第２０条第１９条） 

第４章 雑則（第２１条第２０条） 

附則 

世田谷区では、昭和５３年の世田谷区基本構想を起点とし、「打てば響くまちづく

り」を目指して、区の制度・組織の変革について検討を開始した。 

約１３年間にわたる検討と準備期間を経て、平成３年に、都市としての一体性を保

ちながら、住民自治の実を挙げるため、区は、区内を適正な地域に区分して区域に分

けて地区及び地域の行政拠点を設置し、これを中核として総合的な行政サービスやま

ちづくりを実施する仕組みとして、地域行政制度を導入し、地域に総合支所を、地区

に出張所を、地域に総合支所を設置し、本庁との三層制のもとに区政運営を開始した。 

地域行政制度の導入後は、保健福祉や街づくりに関する事業の地域展開を行うとと

もに、平成１７年には、行政経営改革の取組のもとで、窓口サービスの効率化と地区

まちづくり支援の強化を目指し、２７箇所の出張所の窓口事務を７箇所の出張所に集

約し、その他の２０箇所を主に地区まちづくりの支援を行うまちづくり出張所とする

出張所改革を行った。その後、まちづくり出張所の名称を、まちづくりセンターとし、

身近なまちづくり活動の支援や地区防災力の向上、車座集会等での区民との対話等に

取り組み、地区及び地域の実情実態に応じた行政サービスの提供とまちづくりの支援

を進めてきた。また、地域包括ケアの地区展開により、身近な地区における相談支援

体制を整備し、住民同士が支え合う地域社会づくりに向けた取組を進めるとともに、

子どもに係る身近な相談や見守り等の中核的な役割を果たす児童館の整備を全地区に
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おいて進めることとした。 

しかし、高齢化の進展、単身世帯の増加等の世帯構成の変化、気候変動等による災

害の多発化等に伴い、地域社会での支え合いの重要性が再認識される一方で、働き方

の変化や新型コロナウイルス感染症の拡大、情報通信技術の急速な発展等を背景に、

地域社会においては人と人との関わり方も変化している。また、出張所改革以降、情

報通信技術を活用した窓口サービスの効率化を進めてきたが、おり、防災や防犯、介

護、子育て、社会的孤立、貧困等多岐にわたる地域社会における課題の解決に向けて、

身近なところでの区民生活の支援の強化等の必要性が高まっている。 

デジタル社会を見据え区は、地区及び地域の実態に即した取組を促進する体制を整

備することにより、区民に身近なところで多様な相談や手続きに対応する窓口の実現

をはじめとした行政サービスの改革を進めるとともに、防災や防犯、介護、子育て、

社会的孤立、貧困等多岐にわたる地域課題の解決に向けて、区は、地域の実態に即し

た取組を促進する体制を整備し、参加と協働による地区におけるまちづくりを進め、

安全・安心で暮らしやすい地域社会の実現を目指さなければならない。 

このような状況を踏まえ、区政運営の基盤である地域行政制度の改革を図るについ

て、地区がその要となるよう改革するために、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、区政運営の基盤であるり、住民自治の充実に資する地域行政制

度の改革について必要な事項を定めることにより、区が、地域区政の課題の解決を

図る体制を強化し、地区及び地域の実態に即した総合的な行政サービス及び並びに

参加と協働による地区におけるまちづくりを推進し、もって住民自治の充実及び安

全・安心で暮らしやすい地域社会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

⑴ 区民 区内に住所を有する者、区内に存する事務所又は事業所に勤務する者及

び区内に存する学校に在学する者並びに町会・自治会、商店街、学校、特定非営

利活動法人（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規

定する特定非営利活動法人をいう。）、事業者その他の区内でまちづくりに取り
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組む団体をいう。 

⑵ まちづくり 防災、防犯、福祉及び環境に係る課題その他の地域社会における

課題の解決を図り、より暮らしやすいまちをつくるための取組をいう。 

⑶ まちづくりセンター 世田谷区出張所設置条例（昭和４０年３月世田谷区条例

第２号）第１条のまちづくりセンターをいう。 

⑷ まちづくりセンター等 まちづくりセンター、あんしんすこやかセンター（介

護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４６第１項の地域包括支援セ

ンターであって、区の委託を受けた法人が区内に設置するものをいう。）及び社

会福祉法人世田谷区社会福祉協議会をいう。 

⑸ 地区 世田谷区出張所設置条例別表第２に規定するまちづくりセンターごとの

所管区域をいう。 

⑹ 地域 世田谷区支所の設置及び組織に関する条例（平成２年１１月世田谷区条

例第４６号）別表に規定する総合支所ごとの所管区域をいう。 

⑹⑺ 地域包括ケアの地区展開 地区において、まちづくりセンター等及び児童館

が連携して、地域包括ケアシステム（高齢者、障害者、子育て家庭、生きづらさ

を抱えた若者、生活困窮者等に対する医療、介護、住まい、生活等の支援が包括

的に確保される体制をいう。）による支援を推進することをいう。 

⑺⑻ 総合支所 世田谷区支所の設置及び組織に関する条例（平成２年１１月世田

谷区条例第４６号）第１条の支所及び世田谷区出張所設置条例第１条の出張所を

いう。 

⑻⑼ 児童館 世田谷区立児童館条例（昭和３８年１１月世田谷区条例第２６号）

第１条の児童館をいう。 

⑼⑽ 本庁 区長部局に属する機関（総合支所、まちづくりセンター及び世田谷区

組織規則（平成３年３月世田谷区規則第７号）第２７条第１項の事業所を除く。）

並びに世田谷区教育委員会、世田谷区選挙管理委員会及び世田谷区農業委員会を

いう。 

（区の責務） 

第３条 区は、地区及び地域（世田谷区支所の設置及び組織に関する条例別表に規定

する総合支所ごとの所管区域をいう。第１１条、第１３条第２項、第１４条及び第

１５条において同じ。）まちづくりセンターを区民生活を包括的に支援する地区の

13



- 4 - 

行政拠点として、総合支所を次条第２号に規定する地域経営を担う地域の行政拠点

として位置付け、地区及び地域において区民が必要な行政サービスを利用すること

ができる環境及び区政に関する意見を述べることができる環境の整備並びに区民が

まちづくりに取り組むための必要な支援の充実強化に努めを行わなければならない。 

第２章 地域行政制度の改革 

第１節 基本方針 

第４条 区は、次に掲げる基本方針に基づき、地域行政制度の改革を推進しなければ

ならない。 

⑴ 区民に身近なところで多様な相談及び手続きに対応する窓口の実現その他の行

政サービスの改革を進めること。 

⑵ 地域の実態に即した取組の実施及びまちづくりの支援をするまちづくりセンタ

ー及び総合支所並びにこれらを支援する本庁の体制を整備し、多岐にわたる地域

課題の解決を図ること。 

⑴ まちづくりセンターは、区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、

多様な相談及び手続きに対応する窓口を担うとともに、地区の実態に即した取組

の実施及びまちづくりの支援を行うこと。 

⑵ 総合支所は、地域の行政拠点として、地域経営（総合支所の所管する業務の専

門性を生かして、地域の実態を把握し、及び地域における社会資源を活用するこ

とにより、計画的に地域の課題の解決に当たることをいう。以下同じ。）を担う

とともに、まちづくりセンターの取組の支援を行うこと。 

⑶ 本庁は、社会状況の変化及び地域経営の内容を踏まえた施策の立案等を行い、

並びにまちづくりセンター及び総合支所と情報を共有し、一体となって施策を実

施するとともに、適切な政策手法の活用及び資源の配分を行うことにより、効率

的かつ効果的な区政運営を行うこと。 

⑶⑷ まちづくりセンター及び総合支所が集約した区民の意見を区政運営に反映す

る仕組みの充実強化を図るを強化すること。 

⑷⑸ デジタル技術の活用による業務の変革を推進するとともに、デジタル化への

対応が困難な区民その他の行政からの情報を受け取ることが困難な区民への必要

な支援を行うこと。 

第２節 まちづくりセンター等の機能の充実強化 
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（行政サービスの機能の充実強化） 

第５条 まちづくりセンターは、区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、

関係所管との必要な調整を行い、区民からの多様な相談及び手続きへの対応の強化

を図るものとする。 

２ まちづくりセンターは、総合支所、本庁等との連携のもと、情報通信技術を活用

し、相談、手続等の行政サービスの充実を図るものとする。 

（広報広聴機能の充実） 

第６条 まちづくりセンターは、情報通信技術等の多様な手段を用いて、地区におけ

るまちづくりに係る情報の区民への発信及び区民との情報の共有を図るとともに、

区民との対話により地区における多様な意見を把握し、これを生かしてまちづくり

の促進及び行政サービスの充実を図るものとする。 

（まちづくりの支援機能の強化） 

第７条 まちづくりセンターは、町会・自治会による住民相互の支え合いその他の区

民による活動を支えるため、まちづくりに係る学習の機会の提供、活動の場の確保、

情報の発信等に関する支援の強化を図るものとする。 

２ まちづくりセンターは、まちづくりの支援及び交流の機会づくりを通して、区民、

区の公共施設並びに国及び東京都の機関の相互連携の促進を図るものとする。 

（防災に係る機能の強化） 

第８条 まちづくりセンターは、地区における災害への対応力を高めるため、地区に

おける防災情報の発信、防災に関する学習の機会の提供及び地区防災計画の作成の

支援により、区民の防災意識及びコミュニティを基礎とした助け合いの意識の向上

並びに防災活動への参加の促進を図るものとする。 

２ まちづくりセンターは、前条第２項の規定による相互連携を区民が防災活動に生

かすことができるよう支援するとともに、避難所運営訓練、防災訓練その他の区民

の防災活動に対する支援の強化を図るものとする。 

（地域包括ケアの地区展開に係る機能の充実） 

第９条 まちづくりセンター等は、地域包括ケアの地区展開を推進するため、総合支

所、本庁等との連携のもと、情報通信技術を活用し、相談、手続等の福祉の相談窓

口における機能の充実を図るものとする。 

２ まちづくりセンター等及び児童館は、地域包括ケアの地区展開を推進するため、
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地区における福祉に係る課題を解決するために必要な人材、場所、情報、技術等の

社会資源の開発及び福祉に係るまちづくりにおける区民との協働を図るものとする。 

（課題解決に係る総合調整機能の強化） 

第１０条 まちづくりセンターは、地区の状況及び課題を明らかにし、これを区民と

共有するとともに、課題への取組を立案し、区民、総合支所等との調整を行う総合

調整機能を強化することにより、課題の解決を図るものとする。 

第３節 総合支所の機能の充実強化 

（地域経営の機能の強化） 

第１１条 総合支所は、その所管する業務の専門性を生かして地域の実態を把握し、

及び地域における社会資源を活用し、計画的に地域課題の解決に当たる地域経営の

機能の強化を図るものとする。 

（業務の専門性の強化等及び行政サービスの機能の充実） 

第１２条第１１条 総合支所は、行政サービスを区民に総合的に提供する拠点として、

その所管する業務の専門性の強化等を図るものとする。 

２ 総合支所は、まちづくりセンター、本庁等との連携のもと、情報通信技術を活用

し、相談、手続等の行政サービスの充実を図るものとする。 

（まちづくりセンター等の支援機能の強化） 

第１３条第１２条 総合支所は、第５条から第８条まで及び第１０条に規定するまち

づくりセンターの機能の充実強化並びに第９条に規定する地域包括ケアの地区展開

に係る機能の充実を図るため、その所管する業務の専門性を生かした支援の強化を

図るものとする。 

２ 総合支所は、その地域内においてその職員が担当する地区を定めることにより、

当該地区におけるまちづくりの状況を把握するとともに、まちづくりセンター等の

職員と連携し、まちづくりの支援、相談等への対応の強化を図るものとする。 

（まちづくりの支援機能の強化） 

第１４条第１３条 総合支所は、地域における区民のまちづくりに係る活動を支える

ため、その活動の活性化等に係る学習の機会の提供、活動の場の確保等に係る公の

施設の運営その他の必要な支援の強化を図るものとする。 

２ 総合支所は、地域におけるまちづくりに係る前項に規定する活動について、必要

な情報を提供し、及び区民間の情報共有を支援することにより、区民のまちづくり
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- 7 - 

への理解を深めるとともに、まちづくりに係る活動の相互連携の促進を図るものと

する。 

（課題解決に係る措置） 

第１５条第１４条 総合支所は、多様な区民参加の機会を設け、区民の意見並びに地

区及び地域の課題を把握し、施策の立案等に係る本庁との協議その他の必要な措置

を講じ、課題の解決を図るものとする。 

第４節 本庁の計画策定等に係る必要な措置 

第１６条第１５条 本庁は、区政運営に係る計画を策定し、又は施策を立案する際に

は、地域行政制度の意義及び目的を踏まえ、地域の実態に即した計画又は施策とな

るよう、総合支所との協議その他の必要な措置を講じるものとする。 

第５節 区の体制の強化 

（組織の整備） 

第１７条第１６条 区長は、第２節に規定するまちづくりセンターの機能の充実強化

及び第３節に規定する総合支所の機能の充実強化のために、まちづくりセンター及

び総合支所にその権限に属する事務を適切に配分するとともに、それらのその事務

を効率的に行うことができるよう、区の組織の整備を図るものとする。 

（人員体制の強化） 

第１８条第１７条 区長は、第２節に規定するまちづくりセンターの機能の充実強化

のために、職員の育成を図るとともに、人員の配置上の配慮、応援体制の整備、専

門的な知識経験を有する者の活用その他のまちづくりセンターの体制の強化を図る

ものとする。 

第３章 地域行政推進計画等 

（地域行政推進計画） 

第１９条第１８条 区長は、地域行政の推進に関する施策についての基本的な計画

（以下「地域行政推進計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 区長は、地域行政推進計画の策定に当たっては、地区及び地域の実態に即した参

加と協働によるまちづくりの促進に資する計画となるよう、区民の意見を聴く機会

を設けなければならない。 

３ 区長は、地域行政推進計画に基づく地域行政の推進に関する施策の実施状況を取

りまとめ、毎年、公表しなければならない。 
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（区民の意見聴取） 

第２０条第１９条 区長は、地域行政の推進に関する状況について、定期的に、区民

の意見を聴く機会を設けなければならない。 

第４章 雑則 

（委任） 

第２１条第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が定める。 

附 則 

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 
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1 

第１ 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

区は、平成３年に、地域行政制度を導入し、三層制のもとに区政運営を開始しま

した。 

保健福祉や街づくりの地域展開を行うとともに、行政経営改革の取組みのもとで、

窓口サービスの効率化を目指し、出張所改革を行いました。一方で、区民との対話

等に取り組み、地域の実情に応じた行政サービスの提供と区民主体のまちづくりを

進め、地域包括ケアの地区展開により、住民同士が支え合う地域社会づくりに向け

た取組みを進めています。 

しかし、高齢化の進展、単身世帯の増加等による世帯構成の変化、気候変動等に

よる災害の多発化等に伴い、地域での支え合いの重要性が再認識されています。一

方で、働き方の変化や新型コロナウイルス感染症の拡大、情報通信技術（以下「ICT」

といいます。）の急速な発展等を背景に、地域社会においては、人と人との関わり方

も変化しており、防災や防犯、介護、子育て等多岐にわたる地域課題の解決に向け

て、身近な所での区民生活の支援の必要性が高まっています。 

区は、地域の実態に即した取組を促進する体制を整備することにより、区民に身

近なところで多様な相談や手続きに対応する窓口の実現をはじめとした行政サー

ビスの改革を進めるとともに、参加と協働による地区におけるまちづくりを進め、

安全・安心で暮らしやすい地域社会の実現を目指さなければなりません。 

このような状況を踏まえ、区政運営の基盤である地域行政制度の改革について、

地区がその要となるよう改革するために、世田谷区地域行政推進条例を制定しまし

た。 

同条例に基づく取組みを具体化し着実に進めるため、この計画を策定します。 

２ 計画の位置づけ 

この計画は、地域行政推進条例第１８条に基づく基本的な計画であって、地域行

政の推進に関する施策等を進めるうえでの基本的な考え方と施策の方向性、具体的

な取組み等を明らかにするものです。 

３ 他の計画との関連と期間 

この計画は、令和４年 10 月から令和５年度末までの計画とします。 

令和６年度からの計画は、世田谷区 DX 推進方針や次期基本計画と整合をとり、

連続性を確保する計画とします。  

20



 

2 

第２ これまでの取組みと課題 

１ これまでの取組み 

地域行政制度の発足後、今日に至るまで、その時々の区民ニーズや行政需要等に

基づき、制度の見直しを図ってきました。これまでの主な変遷は以下の通りです。 

◇ 地域行政制度の発足【平成３年】 

地域行政を達成するための執行体制である地域行政制度を発足し、同年度に地

域の行政拠点である５か所の総合支所を設置しました。   

地域の区分については、区民の日常生活圏、交通事情、歴史的沿革等を勘案し、

世田谷・北沢・玉川・砧・烏山の５地域とし、出張所・福祉事務所・保健所等の

区行政機関の管轄区域についても整合を図りました。 

これにより、全区的な課題は本庁（全区）で、地域の課題は総合支所（地域）

で、区民に最も身近な地区の課題は出張所（地区）とし、三層性の地域行政のし

くみを整備しました。 

◇ 総合支所の機能の拡充【平成９年～１１年】 

 ・ 平成９年に地域福祉の推進を図るため、保健所と福祉事務所を統合再編し、

各総合支所に保健福祉センターを設置しました。身近な地域での総合的な相談

や手続きが可能になり、さらに緊急的なケースに迅速に対応することが可能に

なりました。 

・ 平成１１年には本庁から都市整備関連事務を大幅に移管した街づくり部を設

置し、ハード面の街づくりを全面的に総合支所が所管することにしました。地

域住民との協働のもと、地域特性に応じた整備が進むなど、地域の発想に基づ

く住民主体の街づくりを推進しました。 

◇ 出張所の再編【平成１７年】 

  当時２７か所の出張所をまちづくり支援の強化と窓口サービスの効率化を両立

させるために、窓口サービスを７か所に集約し、２０か所は、まちづくり支援を

中心に行うまちづくり出張所に再編しました。平成２１年には、出張所改革の評

価を踏まえ、「まちづくり出張所」の名称を「まちづくりセンター」に変更しまし

た。 
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◇ 本庁と総合支所の機能の見直し【平成１８年】 

  本庁機能の総合支所への分散により、本庁の情報不足による課題解決力や専門

知識の蓄積・継承への課題、サービス提供コストの高騰等の問題点が挙げられま

した。このことから施策分野ごとに、最も効率的で効果的な機能への見直しを行

い、一部の事務を本庁へ集約しました。 

◇ 地区防災機能・ネットワークの強化【平成２５年】 

  東日本大震災等の経験を踏まえ、きめ細かな災害対策を推進するため、まちづ

くりセンターを「地区防災支援担当」に位置付けました。総合支所や本庁と連携

して、防災塾の実施や避難所運営訓練への支援の強化など、防災意識・防災力の

向上に取り組みました。 

また、同年には、各地区において、様々な活動団体や既存のネットワーク、こ

れまで活動に参加する機会の少なかった区民等を新たにつなぎ、地区の情報や課

題を共有する取組みを進めるため、「地区情報連絡会」を開催しました。 

◇ 全地区へのまちづくりセンターの設置【平成２８年】 

  当時、７か所の出張所では、まちづくり業務と窓口業務を取り扱っていました

が、 地区まちづくりの更なる強化を図るため、出張所が担っていたまちづくり

の機能を分離し、新たにまちづくりセンターを設置しました。これにより、全地

区（２７か所）にまちづくりセンターが設置されました。 

◇ 地域包括ケアの地区展開【平成２８年】 

まちづくりセンターと同じ建物の中にあんしんすこやかセンターと社会福祉協

議会地区事務局を配置し、三者が連携して高齢・障害・子育て等の様々な相談を

お受けする「福祉の相談窓口」を開設しました。また、三者を中心に、買い物支

援や居場所づくりなど、地区の課題解決のため「参加と協働による地域づくり」

に取り組んでいます。 

◇ 二子玉川地区の新設【令和元年】 

  さらなる地区の強化に向けて、当時、区内で最も人口規模と面積が大きかった

用賀地区を分割して、二子玉川地区を新設し、二子玉川まちづくりセンターを設

置ました。これにより、まちづくりセンターは全２８か所となりました。 
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２ 現状と課題 

世田谷区の世帯数は、地域行政制度の発足時である平成３年の約３５万９千世帯か

ら、令和３年度の約４９万世帯へと約３６．７％増加する一方、世帯あたりの人口は、

約２.１６人から、約１.８８人となり、世帯の小規模化が進んでいます。 

こうした変化の中で、地域の代表的なコミュニティ組織である町会・自治会の加入

率は、地域によって差があるものの、全体として６６．２％（平成３年）から、５１．

９％（令和３年）へと低下傾向にあります。 

一方で、環境や福祉などテーマ型の活動団体であるＮＰＯ法人のうち、世田谷区内

に主たる事務所を置くものは、ＮＰＯ法施行の初年度である平成１１年の認証数２３

団体から令和３年では５１８団体へと大幅に増加している状況にあります。 

これまで、町会・自治会は、地域における課題の解決やコミュニティの維持に大き

な力を発揮しており、また、その他の地域活動団体、ＮＰＯ等の市民活動団体、事業

者などが地域課題の解決や公共サービスなどの担い手として活動してきた歴史も長

く、区民が自主的に地域づくりを進めていく土壌が醸成されてきました。 

しかし、地域では、新たな地域課題への取組みに向けて、町会・自治会役員の高齢

化や担い手の不足といった課題が指摘されており、また、東日本大震災を経験し、こ

れまで地域と関わりの少なかった人々が、地域の活動に参加したいが、きっかけがつ

かめない、どのような団体がどんな活動しているかわからないといった声も寄せられ

ています。 

また、区民の地域活動への参加意向は、区民意識調査（令和３年度）によると、「参

加している」（１２．９％）と「今は参加していないが、今後参加してみたい」（１２．

８％）を合わせた参加意向は、２５．７％であり、新型コロナウイルス感染症の発生

以前と比べ、減少傾向にあります。地域づくりの担い手は潜在的に存在しているもの

の、生活環境や人と人との関わり方の変化などに伴い、地域コミュニティの希薄化が

さらに加速することが危惧されます。 

今後、区民の地域づくりに向けた行動を促し、多世代の区民や多様な活動団体が連

携した身近な地区を起点とするまちづくりを進めるとともに、地域コミュニティの醸

成を図り、防災意識の向上と災害対策の一層の取組みが求められます。 

また、高齢者や障害者、子育家庭、生きづらさを抱えた若者、生活困窮者等に対す

る医療、介護、住まい、生活等の支援が包括的に確保する地域包括ケアシステムを推

進するなかで、地区における福祉の相談窓口の相談機能の充実を図ることも課題とな

っています。 

これらの課題に対応するため、区政運営の基盤である地域行政制度の改革を図り、

地域特性に即した行政を総合的に推進し、地区におけるまちづくりを推進することが

求められています。 
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第３ 地域行政を推進する基本的な考え方 

今から約４０年前の地域行政の検討当時、「地域に関わる事務事業や地域住民への

行政サービスを総合的に展開するための地域的な総合実施機関であり、地方自治法に

規定する支所の概念を超えるもの」として地域事務所（総合支所）を構想しました。 

１２年間の検討を経て、平成３年、本庁、５つの総合支所、２６か所の出張所によ

る地域行政制度が誕生しました。 

地域行政制度は、都市としての一体性を保ちながら、住民自治の実を上げるための

仕組みとして、三層制のもと区民に身近な区政運営を行う制度であり、地域に密着し

た総合的な行政サービスと地域の実態に即したまちづくりを展開するとともに、区政

への区民参加の促進を図るという地域行政の理念を実現するために導入したものです。 

その後、保健福祉や街づくりの地域展開を行うとともに、行政経営改革の取組みの

もとで、窓口サービスの効率化を目指し、２７か所の出張所の窓口業務を７か所に集

約する出張所改革を行いました。 

一方で、出張所改革以降、ICT を活用した窓口サービスの効率化や区民との対話等

に取り組むとともに、東日本大震災の発生を契機に地区防災力の強化を図り、また、

地域包括ケアの地区展開により、三者連携による福祉の相談窓口を開設し、住民同士

が支え合う地域社会づくりに向けた取組みも進めてきました。 

しかし、単身世帯の増加や災害の多発化、新型コロナウイルス感染症拡大等の社会

状況の変化等により、身近な所での区民生活の支援の強化の必要性が高まっています。 

このような状況を踏まえ、現在２８か所のまちづくりセンターは大きくその役割を

発展させ、総合支所は、地域経営をけん引する位置づけのもとに、本庁を含めそれぞ

れの機能を充実強化させ、地区・地域における課題解決力の向上を図らなければなり

ません。 

このため、世田谷区地域行政推進条例に規定する区の責務と基本方針のもと、地域

行政制度の改革に向けて、本計画において具体的な施策を明らかにして、全庁を挙げ

て推進していきます。 

１ 区の責務 

区は、まちづくりセンターを区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、

総合支所を地域経営を担う地域の行政拠点として位置付けるとともに、次の責務を

負います。 

○ 地区及び地域において、区民が必要な行政サービスを利用することができる環

境の整備を行います。 

○ 区民が区政に関する意見を述べることができる環境の整備を行います。 

○ 区民がまちづくりに取り組むための必要な支援を行います。 
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２ 基本的な考え方（基本方針） 

区は、次の事項を基本方針として、地域行政制度の改革を進めます。 

〇 まちづくりセンターは、区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、

多様な相談及び手続きに対応する窓口を担うとともに、地区の実態に即した取組

の実施やまちづくりの支援を行います。 

〇 総合支所は、地域の行政拠点として、所管する業務の専門性を生かして、地域

の実態を把握し、地域における社会資源を活用することにより、計画的に地域の

課題の解決に当たる地域経営を担うとともに、まちづくりセンターの取組の支援

を行います。 

〇 本庁は、社会状況の変化や地域経営の内容を踏まえた施策の立案等を行い、ま

ちづくりセンターや総合支所と情報を共有し、一体となって施策を実施するとと

もに、適切な政策手法の活用と資源の配分を行うことにより、効率的かつ効果的

な区政運営を行います。 

〇 まちづくりセンターや総合支所が集約した区民の意見を区政に反映する仕組み

を強化します。 

〇 デジタル技術の活用による業務の変革を推進するとともに、デジタル化への対

応が困難な区民などの行政からの情報を受け取ることが困難な区民への必要な支

援を行います。 
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第４ 施策体系 

 

施策の大項目   

  施策の中項目   

    施策の小項目 頁 

１ 行政サービスの充実・強化   

  （１）窓口手続きの充実   

    ① オンライン（映像）での相談・手続きの実施 9 

  ② 転入転出、マイナンバーカードなどの窓口業務の改善 9 

  （２）相談への対応強化  

    ① ICT に不慣れな方等への支援の拡充 10 

    ② 問い合わせへの対応力の強化 10 

 （３）課題解決に係る総合調整機能の強化  

  ① まちづくりセンターにおける相談対応 11 

  ② 四者連携による課題等への対応 11 

  ③ 複合的な課題等の解決に向けた対応 11 

  （４）オンラインによる事業の実施  

    ① オンライン会議環境を活用した講座の開催 12 

２ 区民参加の促進  

  （１）広報機能の充実  

    ① デジタルサイネージを活用した各地区の情報発信 12 

    ② ＳＮＳを活用した各地区の情報発信 12 

    ③ 転入者などへの地区情報の発信 12 

  （２）新たな交流の創出  

    ① 地区情報連絡会の強化と定期的な開催 13 

    ② （仮称）地域交流会の開催・開催支援 13 

  （３）区民参加による課題解決  

    ① 地区アセスメントの拡充と取組みの立案・総合的な調整 14 

    ② オンライン等を活用した区民参加による意見交換の拡大 14 

    ③ タウンミーティングの開催 14 

    ④ 総合支所による課題解決と計画・施策へ反映する仕組みの構築 14 
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３ まちづくり活動への支援  

  （１）コミュニティ活動への支援 

    ① オンライン会議環境の整備 15 

    
② 学習の機会の提供 15 

③ 活動の場の確保 15 

    ④ 町会・自治会の SNS の活用の支援 15 

    ⑤ 町会・自治会の持続可能な活動の支援 16 

  （２）四者連携による地域包括ケアの地区展開  

    
① 児童館との連携による社会資源開発 16 

② 児童館との連携による相談の充実 16 

    ③ 四者連携による課題等への対応【再掲】 17 

    ④ オンライン（映像）での相談・手続きの実施【再掲】 17 

  （３）地区の防災力の強化  

    ① 防災意識の向上・防災活動への参加促進の取組み 17 

    ② 避難所運営組織への支援の強化 18 

    ③ 避難行動要支援者への支援の強化 18 

４ 執行体制の強化  

  （１）活動への人的サポート  

  ① 人員配置等の見直し検討 19 

  ② 地区まちづくり支援職員制度の改善 19 

   ③ 地区を支援する体制の整備 19 

  ④ まちづくり活動を支援する NPO 等との連携 19 

 （２）人材の育成  

    ① まちづくりに関するスキル向上研修の実施 20 

    ② 区の人材育成方針との連携・整合 20 

  （３）計画の策定及び事務配分・組織の整備  

    ① 政策形成・予算編成の仕組みの整理 20 

  ② 事務配分の見直しと組織の整備 20 
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第５ 今後の施策の方向性と具体的な取組み 

１ 行政サービスの充実・強化 

⑴ 窓口手続きの充実 

【施策の方向性】 

○ ICT を活用して、まちづくりセンターと、総合支所や本庁等と連携し、窓

口手続きに関する機能の充実を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① オンライン（映像）での相談・手続きの実施                  

まちづくりセンター（あんしんすこやかセンター及び社会福祉協議会地区

事務局及びを含む。）と総合支所などを映像システムでつなぐ仕組みを整備

し、利便性や専門性の向上による相談支援・手続きの充実を図ります。 

対象事業の選定、実施手順や様式の検討、利用機器と設置場所、プライバ

シーへの配慮などをモデル実施の中で検証します。 

モデル実施（５か所）を踏まえ、全地区での実施を目指します。 

※ モデル実施地区：池尻、松原、用賀、船橋、上北沢 

［令和４年度実施］ 

・ まちづくりセンターと総合支所をつなぐ映像システムのモデル地区へ

の設置 

・ まちづくりセンターと総合支所間のオンライン相談モデル実施 

［令和 5 年度実施］ 

・ オンライン相談モデル実施の拡充（本庁を含めた対象手続き・相談の拡

充） 

・ オンライン相談の全地区実施への課題整理・準備 

 

② 転入転出、マイナンバーカードなどの窓口業務の改善               

マイナンバーカードを利用して転出届の電子申請と転入手続きの簡素化

を図る「引越しワンストップサービス」が全国的に導入されることに伴い、

くみん窓口・・出張所等の窓口業務を見直し、来庁者の待ち時間の短縮など利

便性の向上を図ります。 

また、今後の手続きの増加等を勘案して、マイナンバーカードの交付申請・

更新の手続きについて、マイナンバーカード専用窓口、総合支所特設窓口、
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出張所における業務の整理、見直しを図るとともに、取扱い窓口の拡大につ

いて検討します。 

 

［令和４年度実施］ 

・ 引越しワンストップサービスの運用開始 

・ 自治体情報システム標準化に向けた住民記録、税システム等（第一期）の

移行準備開始 

 ［令和５年度実施］ 

・ 自治体情報システム標準化に向けた国保、子育て関連システム等（第二期）

の移行準備開始 

・ マイナンバーカードの交付・更新手続を行う窓口の整理・見直し 

 

⑵ 相談への対応強化 

【施策の方向性】 

○ まちづくりセンターにおける区民からの多様な相談への対応の強化を図

ります。 

 

【具体的な取組み】  

① ＩＣＴに不慣れな方等への支援の拡充                 

まちづくりセンターにおいて、高齢者を中心としたスマートフォン操作な

どの教室を開催するとともに、アンケートなどによりニーズを把握し、今後

の必要な支援を検討します。 

 

② 問い合わせへの対応力の強化                     

問い合わせの相談先や区政の最新情報などを的確かつ迅速に入手できる仕

組みを構築し、問い合わせへの対応力を高めます。 

 

［令和４年度実施］ 

・ まちづくりセンター全２８地区でのスマートフォン教室の開催（まちづくり

センター、あんしんすこやかセンター） 

・ スマートフォン教室や体験会などの開催支援 

［令和５年度実施］ 

・ ニーズに対応した ICT に不慣れな方への支援の実施 
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⑶ 課題解決に係る総合調整機能の強化 

【施策の方向性】 

○ まちづくりセンターは、地区の状況及び課題を明らかにし、これを区民と

共有するとともに、課題への取り組みを立案し、区民、総合支所等との調整

を行う総合調整機能を強化し、課題の解決を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① まちづくりセンターにおける相談対応                    

区民の様々な相談を受けとめ、相談内容等を整理し、適切な窓口へつなぐ

ほか、つなぎ先と連携して対応を強化します。 

 

② 四者連携による課題等への対応                    

受け付け、対応した相談事例と対応状況を取りまとめ、四者連携会議で共

有します。まちづくりセンターが中心となって、四者連携会議で調整し、個々

の事例等から地区の課題の把握や解決に向けた方向性、手法等について取り

まとめ、解決に向けて取り組みます。 

※ 四者：まちづくりセンター、あんしんすこやかセンター、社会福祉協

議会地区事務局及び児童館 

 

③ 複合的な課題等の解決に向けた対応                  

庁内の複数所管での対応が必要な、困難なケースの対応のあり方について

検討します。 

［令和 4 年度実施］ 

・ オンライン会議システムの全まちづくりセンターへの整備 

・ オンラインでの体操講座などの検討と実施 

・ 全地区における四者連携会議の実施 

・ 複合的な課題等の解決に向けた対応の検討 

［令和５年度実施］ 

・ オンラインでの講座の実施拡大 

 ⑷ オンラインによる事業の実施 

【施策の方向性】 

○ まちづくりセンターにおいて、まちづくりに関する学習の機会の提供な

どの支援の強化を図ります。 
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【具体的な取組み】 

① オンライン会議環境を活用した講座の開催               

まちづくりセンターのオンライン会議環境を活用した体操講座などのオン

ライン配信を行います。 

 

［令和 4 年度実施］ 

・ オンライン会議システムの全まちづくりセンターへの整備 

・ オンラインでの体操講座などの検討と実施 

［令和５年度実施］ 

・ オンラインでの講座の実施拡大 

 

２ 区民参加の促進 

⑴ 広報機能の充実 

【施策の方向性】 

○ ＩＣＴ等の多様な手段を用いて、区民に地区におけるまちづくりに関す

る情報を発信し、また、区民との情報共有を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① デジタルサイネージを活用した各地区の情報発信            

まちづくりセンター内にデジタルサイネージ（電子掲示板）を設置し、地

区の活動団体が作成した映像なども活用しながら、地区の情報や行政情報を

来庁者に分かりやすく伝えます。 

 

② ＳＮＳを活用した各地区の情報発信                  

まちづくりセンターにおいて、Twitter などのＳＮＳを活用し、より広い世

代に、地区の活動の様子や行政情報をわかりやすく、タイムリーに発信しま

す。 

 

③ 転入者などへの地区情報の発信                     

くみん窓口・出張所において、転入者が居住する地区の情報を得られる二

次元コード付きのちらしなどを提供し、地区の活動につなぐための取組みを

行います。 
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［令和４年度実施］ 

・ デジタルサイネージ機器の設置（５地区） 

・ デジタルサイネージを活用した情報発信のモデル実施（５地区） 

・ ＳＮＳを活用した各地区の情報発信の実施（モデル実施） 

・ 転入者への二次元コード付きのちらしなどの提供 

［令和５年度実施］ 

・ デジタルサイネージを活用した情報発信の実施（全地区） 

⑵ 新たな交流の創出 

【施策の方向性】 

〇 まちづくりセンターにおいて、まちづくりの支援・交流の機会づくりを通

して、区民、区の公共施設、国及び東京都の機関の相互連携の促進を図りま

す。 

○ 総合支所において、地域におけるまちづくりに係る活動について、必要な

情報を提供し、区民間の情報共有を支援することにより、区民のまちづくり

への理解を深めるとともに、まちづくりに係る活動の相互連携の促進を図

ります。 

 

【具体的な取組み】 

① 地区情報連絡会の強化と定期的な開催                 

まちづくりセンターにおいて、地区内の団体や機関の交流、顔の見える関

係づくり、災害時の共助・互助の関係づくりなどを促進するため、地区情報

連絡会の位置づけを明確にし、定期開催します。 

 

② （仮称）地域交流会の開催・開催支援                    

総合支所において、地域内で活動する多様な団体などが相互の活動を知り、

協力や連携する関係を築き、地域活動の促進に繋がる（仮称）地域交流会の

開催及び開催を支援します。 

 

［令和４年度実施］ 

・ 地区情報連絡会の定期的な開催等の強化の検討 

・ （仮称）地域交流会の開催及び開催の支援の検討 

［令和５年度実施］ 

・ 地区情報連絡会の定期的な開催 
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⑶ 区民参加による課題解決 

【施策の方向性】 

○ 多様な区民参加の機会を設け、区民の意見と地区・地域の課題を把握し、

その解決に取り組みます。また、課題解決に向けて本庁と協議する仕組みを

設けます。 

 

【具体的な取組み】 

① 地区アセスメントの拡充と取組みの立案・総合的な調整                   

まちづくりセンターにおいて、地区の現状や課題を広く把握し、地区の課

題解決に向けた取組みを推進するため、区民参加のもとに地区アセスメント

の対象範囲を拡大して実施します。まちづくりセンターは、地区の課題への

取組みを立案し、区民や総合支所などとの調整、課題の解決を進めます。 

 

② オンライン等を活用した区民参加による意見交換の拡大         

まちづくりセンターにおいて、ワークショップや意見交換会などをオンラ

インやＳＮＳなどを活用して開催し、広く地区の住民と顔を合わせる機会を

設けます。 

 

③ タウンミーティングの開催                      

総合支所において、地域経営方針の作成や地域の課題の解決に向けて、多

世代の区民や地域活動を担う方などで話し合う「タウンミーティング」を定

期的に開催します。 

 

④ 総合支所による課題解決と計画・施策へ反映する仕組みの構築       

総合支所において、まちづくりセンターだけでは解決できない課題への専

門性を活かした取組みを充実させるとともに、本庁との協議のもとに、関係

する計画や施策へ反映させ、解決を図る仕組みを構築します。 

 

［令和４年度実施］ 

・ 地区アセスメントの拡充に向けた見直し 

・ タウンミーティングの開催に向けた地域経営に関するテーマや手法の検討 

［令和５年度実施］ 

・ 拡充した地区アセスメントの実施 
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・ 地区アセスメント等による地区課題の取組みの立案 

・ 総合支所によるタウンミーティングの開催 

・ 総合支所による地域経営方針の策定、課題解決に向けた本庁協議の仕組みの

構築（次期基本計画、実施計画との連携・調整） 

 

３ まちづくり活動への支援 

⑴ コミュニティ活動への支援 

【施策の方向性】 

○ 町会・自治会をはじめとした地区の活動団体の活動を支えるため、まちづ

くりに係る学習の機会の提供、活動の場の確保、情報の発信等の支援の充実

強化を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① オンライン会議環境の整備                      

町会・自治会や地区の活動団体内の情報共有を高めるとともに、地区情報

連絡会などにより多くの活動団体などが参加できる機会を提供するため、ま

ちづくりセンターにオンライン会議が開催できる環境を整備します。 

 

② 学習の機会の提供                          

庁内各所管や地区の活動団体が実施している生涯学習事業などにより、学

習の機会を提供します。 

地区の活動団体等がまちづくりセンターにおいて開催するまちづくり活動

に関する講座について、オンライン会議環境も活用しながら、開催の支援を

行います。 

 

③ 活動の場の確保                           

地区の活動団体などの活動を促進するため、施設の管理所管課と連携した

小中学校や児童館などの夜間・休日などにおける空き部屋の貸出を拡充しま

す。 

 

④ 町会・自治会のＳＮＳの活用の支援                   

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーク・サービス）を活用した町会・自治会

内の情報共有を支援します。 
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⑤ 町会・自治会の持続可能な活動の支援                 

区からのちらし回覧依頼のあり方や、身近なまちづくり推進協議会やごみ

減量・リサイクル推進委員会などの組織の整理・見直し、各種委員や調査員

などの推薦依頼、募金活動の依頼について、地区の実情を踏まえて検討し、

町会・自治会活動の負担の軽減に向けて取り組みます。 

［令和４年度実施］ 

・オンライン会議システムの全まちづくりセンターへの整備 

・ 講座のオンライン開催の支援 

・ 町会・自治会のＳＮＳ活用の支援 

・ 回覧のあり方等の検討の実施 

［令和５年度実施］ 

・ 講座のオンライン開催の支援 

・ 回覧のあり方等の検討結果を踏まえた負担軽減策の実施 

⑵ 四者連携による地域包括ケアの地区展開 

【施策の方向性】 

○ まちづくりセンター・あんしんすこやかセンター・世田谷区社会福祉協

議会は、ＩＣＴ等を活用して、総合支所や本庁等との連携のもと、福祉の

相談窓口における手続き・相談に関する機能の充実を図ります。 

○ まちづくりセンター・あんしんすこやかセンター・世田谷区社会福祉協

議会と児童館は、福祉に関する地区の社会資源の開発と福祉のまちづく

りにおける区民との協働を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① 児童館との連携による社会資源開発                  

地区の社会資源開発の充実のために、児童館と社会福祉協議会、子育て支

援コーディネーターが連携し、地区における子ども食堂などの場づくりや情

報共有の基盤づくりなど子ども関連の社会資源の開発に取り組みます。先行

地区でモニタリングを実施し、その内容を踏まえて令和 6 年度からの全地区

での実施を目指します。 

 

② 児童館との連携による相談の充実                   

児童館を加えた四者が連携した相談対応の体制を整備します。 
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③ 四者連携による課題等への対応【再掲】                

具体的な取組み内容については、１（３）②に記載のとおり。 

 

④ オンライン（映像）での相談・手続きの実施【再掲】                  

具体的な取組み内容については、１（１）①に記載のとおり。 

 

［令和４年度実施］ 

・ 四者が連携した社会資源開発の実施（モデル実施） 

［令和５年度実施］ 

・ 四者が連携した社会資源開発の地区実施拡大 

 

⑶ 地区の防災力の強化 

【施策の方向性】 

○ まちづくりセンターは、地区における災害の対応力を高めるため、地区

における防災情報の発信、学習の機会の提供、地区防災計画の作成の支援

により、防災意識やコミュニティを基礎とした助け合いの意識の向上と防

災活動への参加促進を図ります。 

○ まちづくりセンターは、区民、区の公共施設、国、都の機関との相互連

携を防災活動に生かせるよう支援するとともに、避難所運営訓練や防災訓

練等の区民の防災活動に対する支援の強化を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① 防災意識の向上・防災活動への参加促進の取組み            

まちづくりセンターにおいて、地区情報連絡会などの地区における交流の

機会を活用して、防災塾や防災活動への参加者の拡大を図るとともに、区の

持つ多様な広報媒体を通じて、これらの活動情報の発信や、地域での共有に

取り組みます。 

また、在宅避難の促進に向け、再生可能エネルギーの普及促進や木造住宅

耐震化、家具転倒防止取付支援などの事業と連携しての周知・啓発、ツイッ

ターやＬＩＮＥなどのＳＮＳを活用したプッシュ型の周知など、多様な手法

による周知・啓発の取り組みを進めます。 
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その他、防災意識の向上・活動促進や、在宅避難の推進に向けては、町会・

自治会未加入者やＳＮＳの未利用者など、これまでの手法では情報が届きに

くい世帯に対する新たな周知・啓発手法の検討や、在宅避難生活者のための

支援の強化とその情報発信などに取り組みます。 

 

② 避難所運営組織への支援の強化                    

避難所運営組織への支援を一層強化し、社会情勢の変化などに対応した適

切な避難所運営を確かなものとします。 

・発災直後の緊急的な避難の受け入れや、避難者の受け入れの優先度の判断

など、避難所を運営するにあたって生じる様々な課題に対し、その解消の

ための運用モデルを提示するとともに、避難所運営訓練を通じて地域の実

情に即した運用のサポートなどに取り組みます。 

・ボランティア・ＮＰＯによる避難所運営支援や、避難者自身による避難所

運営への参加促進に向け、必要となる体制作りやルールを整備するととも

に、その実効性を高めるため、助け合いの意識の向上や防災活動への参加

促進のための広報活動に取り組みます。 

 

③ 避難行動要支援者への支援の強化                   

避難行動要支援者への総合支所、まちづくりセンターの役割を整理・強化

します。 

［令和４年度実施］ 

 ・ 在宅避難生活支援の取り組みの検討 

 ・ 発災直後の指定避難所開設に係る具体的手順や課題の整理 

［令和５年度実施］ 

   ・ 新たな手法による在宅避難の推奨・啓発の実施 

 ・ 避難所運営マニュアルの見直し案の作成及び地域住民を交えた検証 

 

４ 執行体制の強化 

⑴ 活動への人的サポート 

【施策の方向性】 

○ まちづくりセンターの人員の配置、応援体制の整備等のまちづくりセンタ

ーの人的体制強化を図ります。 
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【具体的な取組み】 

① 人員配置等の見直し検討                       

所長やまちづくり・防災担当係長の職や配置年限、一定の業務経験や専門

的な知識を持つ一般職員の配置、管内人口などを踏まえた人員配置などを検

討し、まちづくりセンターの体制を強化します。 

 

② 地区まちづくり支援職員制度の改善                  

地区まちづくり支援職員（管理職）制度を評価・検証し、管理職の経験・

知見を活かせる仕組みを整備します。 

 

③ 地区を支援する体制の整備                      

総合支所において、まちづくり等の支援や福祉の相談窓口におけるまちづ

くりセンターとの連携を強化するため、地区担当制などの総合支所各課の職

員がまちづくりセンターとともに地区におけるまちづくり等を支援する体

制を導入します。 

 

④ まちづくり活動を支援する NPO 等との連携              

まちづくりセンターにおける総合調整の取組みを支援するため、地区・地

域で活動する人材をつなぎ、また、防災活動などにおける専門的な支援を行

う NPO などとの連携を強化します。 

［令和４年度実施］ 

・ 総合支所の地区担当制の導入検討（地区まちづくり支援職員との関係、地区

を知る取組み等） 

・ 地区まちづくり支援職員制度の改善検討（地区におけるまちづくり活動にお

ける役割等） 

［令和５年度実施］ 

・ まちづくりセンターの人員配置等の見直し 

・ 総合支所の地区担当制の導入検討 

・ 新たな地区まちづくり支援職員制度の導入 

・ まちづくりなど中間支援組織との連携試行 

⑵ 人材の育成 

【施策の方向性】 

○ 職員を育成するための人材育成プログラムを実施します。 
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【具体的な取組み】 

① まちづくりに関するスキル向上研修の実施               

まちづくりセンター職員のまちづくりに関するコーディネート等のスキル

向上に向けた研修を実施します。 

 

② 区の人材育成方針との連携・整合                   

区民の立場に立って区政を考え、安全・安心な暮らしを共に実現する意欲

を持ち、行政の専門的知識及び技能を有する職員を育成するため、区の人材

育成方針（研修、人事交流を含む）との整合を図ります。 

 

［令和４年度実施］ 

・ コーディネート力向上に向けた意識啓発（条例制定、計画実施に合わせた

必要性や意識啓発等） 

・ コーディネート力向上研修の検討（研修の体系化等） 

・ 職員人材育成方針との連携・整合 

［令和５年度実施］ 

・ コーディネート力向上研修の拡充 

⑶ 計画の策定及び事務配分・組織の整備 

【施策の方向性】 

○ 区政運営に関する計画の策定や施策の立案の際には、地域特性に即した

ものとなるよう、総合支所との協議など必要な措置を講じます。 

○ 総合支所及びまちづくりセンターに区長の権限に属する事務を適切に配

分するとともに、その事務を効率的に行うことができるよう区の組織の整

備を図ります。 

 

【具体的な取組み】 

① 政策形成・予算編成の仕組みの整理          

政策形成・予算編成における総合支所のかかわり方の整理を行います。 

 

② 事務配分の見直しと組織の整備                    

総合支所やまちづくりセンターに適切に事務配分を行い、それに基づいて

必要な組織の整備を行うなどの検討を行います。 
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［令和４年度実施］ 

・ 政策形成・予算編成における総合支所のかかわり方の整理 

・ 事務配分・組織体制の見直しの検討 

・ 関係規程の見直しの検討 

［令和５年度実施］ 

・ 事務配分・組織体制の見直しの検討に基づく取組み 

・ 関係規程の見直しの検討に基づく取組み 
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＜様々な困りごとの相談の解決に向けた取組み＞ 

区民の様々な困りごとの相談窓口となり、まちづくりセンターだけで解決できない

ことも、あんしんすこやかセンター、社会福祉協議会地区事務局の三者が一緒に検討

し、外部の相談機関や民間事業者などと調整し、解決策や解決に向けた道筋や糸口な

どが、提供されます。さらに、三者に児童館も加わり、新たなサービス（社会資源）

が提供できるようにします。 

＜オンライン相談＞ 

まちづくりセンターで、適切な相談先の担当者とまちづくりセンターを映像システ

ムでつないで、手続きや相談ができるようになります。 

＜電子申請等の手続き支援＞ 

スマートフォンなどの機器の操作に不慣れで電子申請等の手続きを行えない方は、

まちづくりセンター等で行われるスマートフォン等の操作講習会に参加し、操作に慣

れることができます。また、デジタル化された手続きについて、案内や操作の支援を

受けられます。 

＜住民同士の交流と情報交換＞ 

地区の住民や活動団体が広く交流する機会（地区情報連絡会）が、地区の状況に合

わせて設定され、参加者同士の顔の見える関係づくりと、各団体の活動状況や地区の

歴史、イベント、施設、区の事業などの、まちの色々な情報交換ができます。 

＜地区の課題の解決＞ 

地区情報連絡会や日頃の業務の中で区民や団体から出された課題がまとめられ、公

表されます。まちづくりセンターを中心に解決策を検討し、総合支所や本庁と連携し

て解決に向けて取り組みます。 

＜地区の様々な情報発信＞ 

まちづくりセンターに、デジタルサイネージ（電子掲示板）が設置され、区の情報

の他、地区で活動する団体等が作成した動画等の情報も表示します。また、まちづく

りセンターから地区ごとにＳＮＳ等によるタイムリーな情報を入手できます。 

＜オンライン会議の開催支援＞ 

まちづくりセンターに、パソコンやＷｉ-Ｆｉ回線等オンライン会議開催に必要な環

境を整備します。これを活用して、町会・自治会等の地区の活動団体の会議のオンラ

イン開催が可能になり、これまで時間帯が合わなかった人も参加できたり、オンライ

ンでの介護予防等の講座や区や区民等との意見交換の場も開催されたりします。 

＜地区の防災力の向上支援＞ 

災害時の備えなどについて、情報を提供したり防災塾を開催したりするほか、避難

所運営訓練などの支援をします。避難所運営など、発災時に関わってくれるまちの方

を増やすため、住民の顔と顔の見える関係づくりを一緒に進めていきます。 

コラム まちづくりセンターの将来像 
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本庁・総合支所

オンライン会議・イベント
他まちづくりセンター

手続き
相談

ＤＸの推進におけるICT環境の整備によるまちづくりセンターの将来像

更新

最新の区政情報や
地区情報が知りたい

区 民

アクセス
(自宅等)

データベース
（データの蓄積・みえる化）

アクセス
（自宅等）

アクセス

まちづくり活動等の
オンライン化支援

・オンライン環境の貸出
・機器の操作支援

まちづくりセンターのオンライン環境の整備
・まちづくりセンター職員用のオンライン環境整備
・ワークショップやアンケート等による地区住民との意見交換
・オンラインでの講座の開催

まちづくりセンター（福祉の相談窓口）

情報発信 ＩＣＴ環境がない
本庁・総合支所が遠い

アクセス

会議

活用

会議

オンラインの会議・イベント
を開催・参加したい

手続き・相談・問い合わせ
がしたい

窓口機能(有人）の充実
データベースを活用した相談・問い
合わせ対応機能の充実

ＩＣＴ環境がない
操作方法が分からない

手続き・相談等を受ける
体制の整備

チャット
相談・案内

オンライン
手続き・相談
システム

オンライン手続き・相談への支援
・オンラインブース（映像システム）
での手続き・相談

・機器の操作支援

情報発信機能の拡充

・デジタルサイネージ
・地区ＳＮＳ
・地区紹介映像

アクセス(自宅等)

アクセス

アクセス

42



 

24 

第６ 計画の推進に向けて 

１ 地域行政の推進に関する状況について区民等の意見を聴く機会 

地域行政制度の改善につなげるため、条例第１９条に基づき、地域行政の推進

に関する状況について、区民等から意見を聴くための機会を設けます。 

公募の区民や、まちづくりに関する活動団体の方などにご参加いただき、また、

オブザーバーとしてせたがや自治政策研究所の研究員や有識者も加わり、地区・

地域における区民参加の方法、DX の推進と行政サービスのあり方、三層制のあ

り方などをテーマとして、定期的に行います。 

 

２ 進行管理等 

この計画における施策等の進行管理は、新実施計画や各個別の計画の推進状況

などを基にして、毎年、実績や進捗状況を明らかにするとともに、必要に応じて

見直しを図ります。 
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資料編 

・各地区の人口などの現状を示すデータ（調整中） 
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